様式第６号（第１０条関係）
 　　 　　　年　　月　　日
企業立地事業概要書

１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　千円

２　企業概要　
	会社名
	

	本社所在地
	

	設立年月日
	年　　月　　日
	資本金
	千円

	従業員数
（会社全体）
	　　　　　　　　　　　人　（令和　　　　年　　　月現在）

	業種
	　　　　　　　　　　　　　　

	事業内容
	

	企業規模
	大企業　　　・　　　中小企業

	本件担当者
（役職名）
	
	電話番号
	（　　　）



３　補助要件の区分選択
	雇用要件
	雇用（　人）純増　・　付加価値額増　・　所定内賃金増（　％以上）



４　建設工場等の概要
	工場等立地所在地
	

	立地形態
	新設　　・　　増設

	対象事業
	製造業・研究開発型事業・その他（　　　　　　　）

	用途地域
	準工業・工業・工業専用・その他（　　　　　　）

	工事期間
	着手
	年　　月　　日　　　　
	完成
	　　年　　月　　日

	操業開始日
	年　　　月　　　日

	面積
	敷地
	㎡
	建築延床
	㎡



５　雇用者数
	区分
	立地前(A)
	立地後(B)
	増減(B-A)
	摘要

	県内常用雇用者
	人
	人
	人
	

	
	内正規雇用者
	人
	人
	人
	



６　投下固定資産額
	区　分
	面　積
	金　額
	摘　要

	土　地
	㎡
	千円
	

	建　物
	
	千円
	

	償却資産
	
	　千円
	

	合　計
	
	千円
	



７　初年度賃借料（契約期間が５年以上のものに限る）※該当する場合
	区分（内容）
	ﾘｰｽ・賃借別
	数量
	初年度賃借料
	５年分賃借料
	備考

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	合計
	
	
	千円
	千円
	



８　直近期の付加価値額（※雇用要件が「雇用維持＋付加価値４％／年以上増加」の場合）
	区分
	立地前(A)
	立地後(B)
	増加率(B)/(A)
	備考

	付加価値額
	円
	円
	％
	

	一人当たりの付加価値額
	円
	円
	％
	


※付加価値額　＝　営業利益　＋　人件費　＋　減価償却費
一人当たりの付加価値額　＝　付加価値額　／　従業員数

９　所定内賃金について（所定内賃金の向上が要件となっている場合のみ）
	所定内賃金平均額
	向上実施前
	向上実施後
	増加率

	
	円
	円
	％

	所定内賃金総額
	向上実施前
	向上実施後
	差額

	
	円
	円
	円



１０　鳥取市内に本社を置く企業への発注額　※該当する場合
	
	補助対象発注額合計

	発注額
	円


※発注額を証する書類の提出が必須

１１　添付書類
(1) 工場等の概要を明らかにした書類
(2) 投資額を証する書類
(3) 市税等納付状況確認同意書
(4) 労働者名簿及び就業規則の写し
(5) 公共職業安定所が発行する照会区分が取得中の事業所別被保険者台帳
(6) 事業開始後に新たに雇用した常用雇用者の労働条件通知書又はこれに準ずるもの
(7) 付加価値額の増加を達成したことが確認できる書類（別表１第３欄に掲げる雇用要件「雇用維持＋付加価値額の増加」の区分に該当する場合に限る。）
(8) 所定内賃金向上要件を達成したことが確認できる書類（所定内賃金の向上が要件となっている場合）
(9) 鳥取市企業立地促進補助金補助対象企業指定通知書の写し
(10) 鳥取市企業立地促進補助金補助対象企業指定変更通知書の写し（第６条第２項による通知を受けた場合）
(11) [bookmark: _GoBack]その他市長が必要と認める書類
